
産業建設常任委員会審査日程 
 

日 時  令和５年８月２１日（月） 

午前１０時       

場 所  第２委員会室       

 

～審査内容～ 
 

１ 水道事業に係る財政計画について 





【参考資料】

・引用：水道耐震化プロジェクト（水道ＰＲパッケージ）日本水道協会
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～『子や孫と共に支える、安心・安全・安定の水道システム』～
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と の二大原則
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給水収益の推移と用途別割合
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新たな借金 工事の縮小

給水収益が減少すると…



13

構造物及び設備



管路区分別集計表管路区分別集計表
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１㎥あたり
にかかる経費

160.20円

ℓ

•
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水道使用者

水道施設
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年数の設定
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更新需要額の見通し
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山陽小野田市水道事業 

財政計画（案） 
（令和 6年度～令和 17 年度） 

 

 

 

令和 5年（2023 年）8月 

 

 

山陽小野田市水道局 
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１ 計画策定の趣旨 

本市の水道事業は、昭和６年に給水を開始して以来、生活や社会経済活動を支え

るライフラインとしての主要な役目を果たすため、未給水区域解消や安定した給水

確保のための拡張工事の推進、水源・浄水場及び配水管※網の整備改良を計画的に

進めてきました。その結果、令和４年度末の水道普及率※は９９．３％となり県内

でも高水準となっています。 

その一方で、事業を支える給水収益は、人口減少、節水意識の高揚や節水器具の

普及などにより年々減少しており、経営状況が悪化しています。 

これまでは、市民のみなさんへの料金負担を少なくするために、水道施設につい

ては、更新費用を抑制し一時的な延命措置である修繕工事や効率的な運用方法によ

り維持・管理を実施してきましたが、高度経済成長期に整備された多くの施設が急

速に老朽化していることや、近年多発する大規模災害に備えた耐震化も急務である

ことから、これまでの更新事業ペースを急加速していくことが必要となります。 

本市では、このような厳しい経営状況の中で、今後も持続的な事業運営を行うた

め、今後１２年間において、アセットマネジメント※を踏まえた計画的な水道施設

更新事業や維持管理などの必要経費を見込むとともに、人口減少を勘案した有収水

量※を推計し、健全な経営の継続性の確保ができる料金収入の見込額を計上した、

「山陽小野田市水道事業財政計画」を策定しました。 
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２ 山陽小野田市の水道事業 

令和４（２０２２）年度末 現在  

供用開始年月日 

（山陽地区） 

昭和６年４月１日  

（昭和２７年６月１日）

行政区域内 
人  口 ① ５９，７９７人

戸  数 ２８，９１３戸

給水区域内 
給水人口 ② ５９，３８５人

給水戸数 ２８，７２９戸

水道普及率※（人口） （②／①） ９９．３％

配水量※ 

年間配水量 ③ ８，３９１，０９２㎥

１日最大配水量※ ２８，８５４㎥

１日平均配水量※ ④ ２２，９８９㎥

年間有収水量※ ⑤ ７，１２８，４０９㎥

有収率※ （⑤／③） ８４．９５％

施 設 

水 源 

厚東川伏流水※・厚東川ダム水（受水）

宇部丸山ダム水（権利水） 

厚狭川表流水※・浅井戸・深井戸 

浄水場 
高天原浄水場・鴨庄浄水場 

奥の浴水源（休止中） 

浄水施設能力 ⑥ ４８，２３０㎥/日

施設利用率※（④／⑥） ４７．６７％

配水池 
小野田地区  ３か所 ６池

山陽地区  １２か所２０池

配水池有効貯水量 
小野田地区 ２４，７５０㎥

山陽地区   ９，７２１㎥

水道管路総延長 ４３３，１０７ｍ
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３ 水道事業の現状と見通し 

①  水道事業の現状 

本市水道事業は、高度経済成長期に合わせて急激に人口が増加し、これに比例し

て有収水量※も増加してきました。しかし、昭和６０年代をピークに給水人口※及び

有収水量※も減少傾向となり、現在（令和４年度末）の給水人口※はピーク時と比較

すると１４．９％の減少、有収水量※においては３５．２％の減少となっています。 

 

 

水道料金については、小野田地区では平成２年度、山陽地区では平成１４年度の

改定以降、実質的な料金改定は行っておらず（平成２１年度における料金統合▲１．

９％改定）、結果として給水収益については合併直後と比較すると約３億円（▲１

９．０％）の減収となっています。 

S59 11,003千㎥

H17 8,954千㎥
R4 7,128千㎥

S63 69,779人 H17 67,322人

R4 59,385人
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市
町
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併

15.78億円
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平成17年度以降の給水収益の推移

小口径(φ13・20) 中口径(φ25～50) 大口径(φ75～150)

その他 給水収益

有収水量
（千㎥）

8,954千㎥
7,128千㎥

7,379千㎥

給水収益 
（億円） 

R4 

資料 ① 

資料 ② 
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浄水場や比較的大きな配水池などの構造物及び設備については、高度経済成長

期に建設・拡張されたものが多く、今後一斉に老朽化が進み多額の更新費用が必

要となります。 

（山陽小野田市水道事業のアセットマネジメント※より） 

市内に張り巡らされている水道管については、急速に老朽化が進行しており、

経年化率※は４３．２％（全国平均：２２．１％(令和３年度)）と全国水準の２倍

近く高い割合となっています。耐震適合率※は、基幹管路※で４８．４％（全国平

均：４１．２％(令和３年度)）と、全国水準よりも若干高くなっていますが、配

水支管※を含めた管路総延長での割合は２３．３％であり、今後想定されている大

型地震に対して十分対応できる水道施設とは言えません。 

（山陽小野田市水道事業のアセットマネジメント※より） 

■竜王山配水池(１号池)

■高天原浄水場■鴨庄浄水場■水道局庁舎

■高尾配水池(1・２号池)■竜王山配水池(２号池)

■山川配水池■福田配水池■山野井中継ポンプ場

■高天原浄水場(送水ポンプ等)

■鴨庄浄水場(ろ過池等)

■鴨庄浄水場(管理棟等)

■西見配水池
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構造物及び設備の取得年度 ※主な資産を記載

R4

(億円)

資料 ③
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資料 ④
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管路：418 路線 総延長 

基幹管路※ 

配水支管※

導水管※ 送水管※ 配水本管※ 

要更新管路延長 427,078ｍ 12,169ｍ 19,581ｍ 9,278ｍ 386,051ｍ

耐震適合管※  

(延長に占める割合) 

99,723ｍ

(23.3%) 

6,254ｍ 

（51.4%)

10,152ｍ

（51.8%)

3,467ｍ 

(37.4%) 

79,850ｍ

(20.6%) 

経年管※ 

(延長に占める割合) 

183,337ｍ

(43.2%) 

8,724ｍ 

(71.7%) 

7,347ｍ

(37.5%)

6,016ｍ 

(64.8%) 

161,250ｍ

(41.8%) 

（山陽小野田市の水道事業アセットマネジメント※より） 

② 今後の見通し 

今後も給水人口※の減少は確実視されており、併せて企業活動の変化等の要因も

踏まえると、ますます使用水量が減少すると考えられます。 

水道施設についても、老朽化は着実に進行します。中でも、水道管路については

危機的状況となり、現在のままのペースで管路更新工事を続けていると、１２年後

の経年化率※は５７．５％（管路更新を行わない場合は６６．６％）になると予測

されます。これは、漏水の発生リスクが非常に高まることを意味し、市内のいたる

ところでの緊急修繕工事（一時的な延命措置）が多発し、その対応のための断水も

頻繁に発生することが考えられます。また、近い将来予測されている南海トラフ地

震等が発生した場合、水道施設の耐震化が十分でないことから、構造物や管路が多

数崩壊し、復旧に要する期間が長期化することが予想されます。ライフラインとし

て多くの役割を求められている水道の復旧に多くの時間を費やすことになれば、市

民の日常生活を取り戻すことは容易ではありません。 

今後、人口減少等に伴う給水収益の減少と水道施設の老朽化のいずれも放置して

おくと、市民サービスの向上や事務の効率化に向けたＩＣＴ活用等の新たな技術の

導入等が行えないばかりか、水道施設の修繕も満足に行えず、漏水による道路陥没

などの二次災害が発生する可能性もあります。また、水道水の品質も法律上最低限

のものとなり、家庭の漏水調査や水道料金減免制度などの提供も困難となることが

考えられます。このような状況を避け、持続的に安全な水道水を供給していくため、

財源の確保を図りながら、水道施設の計画的な更新を行っていかなければなりませ

ん。 

資料 ⑤
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４ 財政計画策定期間 

  令和６年度（２０２４年度）から令和１７年度（２０３５年度）の１２年間 

   ※財政収支見通しは、４０年間 

   （水道管の法定耐用年数※が４０年間であること） 

（企業債の設定償還年数（３０年）が一巡し、その後の経過を判断するため） 

５ 計画策定にあたっての基本方針 

① 人口推計 

令和４年度決算値を基準とし、山陽小野田市人口ビジョン（令和２年（2020 年）

３月）に掲げる長期見通しの推計値に準じて算出しています。 

② 有収水量※の推計 

 以下の水量で推計しています。 

生活用水（φ１３・２０）…過去１０年間の実績をもとに人口推計値と連動

し、世帯あたりの水量を算出し推計 

  業務用水（φ２５～５０）…過去１０年間の実績をもとに推計 

   工場用水（φ７５～１５０）…過去１０年間の実績をもとに推計 

   臨時用水…令和４年度決算値で算出 

   船舶用水…φ１５０推計値と連動し推計 

③ 人件費・委託料 

市町合併後の平成１７年度の職員数は６４名でしたが、平成２１年４月からの

検針業務の委託や平成３０年１１月からの高天原浄水場による鴨庄浄水場の一

元管理等による職員数の削減に努めた結果、令和５年度の職員数は５５名となっ

ています。 

  今後は施設更新事業の大幅な増大による事業量の増加もありますが、職員の兼

務等により５４名体制で対応する計画としています。 

≪職員給与費≫ 

・ベースアップを見込まず現在の給与制度水準で推移するものとする。 

・法定福利費は年０．０５％上昇するものとする。 

・定年延長職員（延長前賃金の７０％）で算出する。 

・暫定再任用職員（フルタイム ２１万５２００円／月）で算出する。 
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 令和５年度 令和６年度 令和１１年度 令和１２年度 

 定員内 定員外 定員内 定員内 定員内 

職員数 

(令和５年度比)

５５人 

 

 
５７人

(+２人)

定延長
２人 ５４人

(-１人)

定延長 
４人 ５４人 

(-１人) 

定延長
５人 

再任短
２人 

再任ﾌﾙ
２人 

再任ﾌﾙ
６人 

再任ﾌﾙ
３人 

(上水道) (４９人) (５２人) (４９人) (４９人) 

(工業用水道) (６人) (５人) (５人) (５人) 

≪委託料≫ 

   直営でできることは極力直営で行うことにより、令和６年度から３か年をか

けて１年あたり３％削減を行うものとします。 

➃ 動力費（電気代等）・薬品費・修繕費 

 各費目について、以下のとおり推計しています。 

 １ 動力費…令和５年６月の電力量単価（料金改定後）により算出。使用量に

ついては、過去５年間の実績を考慮し、令和１０年度までを算出。令

和１１年度以降は有収水量※と連動した推計値とする。（令和５年度は

激変緩和対策事業に係る特別措置による減額を見込む。） 

 ２ 薬品費…令和５年度単価により算出。薬品使用量については、過去５年間

の実績を考慮し、令和１０年度までを算出。令和１１年度以降は有収

水量※と連動した推計値とする。 

 ３ 修繕費…経年化率※は悪化する見込みですが、効率の良い管路更新により、

微減していくものとする。 

⑤ 建設改良費 

本市アセットマネジメント※により実現可能な更新事業費として試算された、

約８．７４億円／年を基本として実施計画を策定し、建設改良費を計上していま

す。しかし、計画当初については、これまでの更新事業費（約４～５億円）から

急激に増加する更新事業に対応する体制の構築（発注工事数の増加、受注業者の

準備期間、契約体制の構築等）のため、事業量を抑制しています。 

≪実施計画の基本方針≫ 

  １ 取水・浄水施設の維持更新 

    取水・浄水施設の維持更新の方針については、水道事業の広域化※も考慮

しつつ、現状の事業運営に必要な効率の良い施設更新計画を策定する。 

資料 ⑥ 
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２ 老朽水道管更新事業及び耐震化事業 

    アセットマネジメント※により設定した実使用年数※を経過した路線から

順次更新することを基本とした上で、下記の４項目を考慮し実施する。なお、

管路更新時は耐震管※を使用する。 

(1)基幹管路※（導水管※・送水管※・配水本管※・配水基幹管路（φ200 以上））  

(2)過去に漏水が多発し、かつ漏水時において広範囲に断水等の影響を与え

る可能性が高い路線 

(3)日常的に赤水が発生する路線 

(4)給水管※に鉛管が使用されている可能性のある路線 

  ３ 配水ブロック※見直し事業 

   将来の配水ブロック※における給水人口※の分布変化や配水池の貯水能力

の均衡化を図るため、適正な配水区域の見直しを行う。 

 ４ 給水管※末の常時水質管理 

   給水管※の末端まで常に安心・安定した水質管理を行うため、残留塩素※や

濁度監視装置の設置を行う。 

 ５ ＩＣＴ活用による効率的な事業運営 

   限られた施設や資産の有効活用のため、水道情報活用システムの導入やＧ

ＩＳ等の活用を図る中で更新計画を策定し、効率的な事業運営を行う。 

⑥ 企業債 

  企業債については長期の借入金であり、多額の借入れを行えばその返済が将来

の負担となります。しかしながら、この借入れを行わずに施設更新工事を行うこ

とは現時点においては非常に厳しい状況にあります。令和６年度以降における工

事全体のバランスを見ながら、適正な借入れを行っていくように努めます。 

≪借入条件≫ 

   償還期間 ： ０年据置 ３０年償還 

   設定利率 ： １．２％（令和４年度 借入実績） 

   償還方法 ： 元金均等 
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  ≪借入金額≫ 

企業債充当率： ３割台から４割台を目途に 

企業債残高 ： ５０億円以下を目途に 

⑦ 交付金 

  厚生労働省が創設している令和５年度の生活基盤施設耐震化等交付金と同じ

交付金要件が４０年間継続することとします。 

⑧ その他 

  工事を含めた経費全般について、今後の物価上昇分は見込まないこととします。 

⑨ 水道料金 

  令和３年度までの決算において、収益的収支では近年純損失を計上した経緯は

なく、安定した経営状況のように見えます。しかしながら、この利益は資本的支

出（投資的経費）における不足分の補てん財源として活用するものであり、「資

本的必要余剰」と呼ばれるものです。また、ここ近年の施設更新は年間４億円か

ら５億円で推移しており、資本的必要余剰を含めた内部留保資金※で対応できる

範囲で施設の更新を行っている状況です。 

  今後については、本市アセットマネジメント※において、年間約８.７４億円の

更新を行っていく必要があり、現状の倍近くの事業費とそれに要する財源確保が

必要となります。 

  今後は内部留保資金で対応してもなお収入不足に陥るため、水道料金の改定が

必要となります。したがって、本財政計画期間内に 1.2 倍～1.3 倍程度の料金改

定を二段階で実施する計画としています。 
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６ 計画目標値 

①基幹管路※耐震適合率※の目標値 

 

 

 

②全管路の耐震適合率※の目標値 

 

 

 

③管路経年化率※の目標値 

 

 

 

※従前のペースでは５７．５％まで上昇 

④給水人口※１人あたり企業債残高  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和４年度 令和１０年度 令和１７年度

４８．４％ ４９．６％ ５７．６％ 

令和４年度 令和１０年度 令和１７年度

２３．３％ ２８．５％ ３８．２％ 

令和４年度 令和１０年度 令和１７年度

４３．２％ ５０．０％ ５１．６％ 

令和４年度 令和１０年度 令和１７年度

８０．８千円 ８３．６千円 ９５．２千円
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７ 財政計画 

 
※端数処理上、数値が合わない場合があります。 

 

⾦額単位：百万円
計画年次 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
⻄暦 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035
和暦 令和6 令和7 令和8 令和9 令和10 令和11 令和12 令和13 令和14 令和15 令和16 令和17

給⽔収益(料⾦収⼊) 1,467 1,498 1,487 1,478 1,466 1,456 1,446 1,438 1,534 1,546 1,536 1,528
施設整備納付⾦(加⼊⾦) 10 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9
⻑期前受⾦戻⼊ 53 52 52 51 51 51 51 52 54 57 59 59
その他 32 31 30 30 30 30 30 30 35 29 29 29

収⼊計 (A) 1,562 1,590 1,578 1,568 1,556 1,546 1,536 1,529 1,632 1,641 1,633 1,625
基本給 219 225 222 228 221 226 221 218 217 213 209 199
⼿当 118 118 117 118 115 116 117 118 118 116 114 110
動⼒費 90 90 90 89 89 89 88 87 86 86 85 84
薬品費 18 18 18 18 19 19 18 18 18 18 18 18
修繕費 70 70 70 70 70 69 69 68 67 66 66 66
委託料 56 60 59 59 59 58 58 58 58 58 58 57
減価償却費 452 459 469 483 499 513 530 572 609 647 646 639
資産減耗費 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5
⽀払利息 44 42 41 42 43 44 46 47 50 52 52 52
その他 208 207 215 206 213 205 205 208 213 215 208 209

⽀出計 (B) 1,280 1,294 1,306 1,318 1,333 1,344 1,357 1,399 1,441 1,476 1,461 1,439
損益 (C) =(A)-(B) 281 295 272 249 223 201 178 130 192 165 173 187

企業債 194 296 336 399 377 382 354 525 401 230 229 225
消⽕栓負担⾦ 18 24 25 23 24 19 1 1 1 19 19 19
国・県補助⾦ 11 11 11 12 34 7 7 7 81 81 81
他会計出資⾦ 9 20 20 20 9 9 16 16 16 90 90 81
その他 4

収⼊計 (D) 225 351 392 453 423 445 377 548 424 421 419 406
建設改良費(⼯事請負費) 762 951 987 1,046 1,015 1,030 945 962 962 962 962 962
建設改良費(⼈件費1名ほか) 18 19 19 19 19 19 19 19 19 19 18 18
元⾦償還⾦ 354 330 326 324 312 313 316 311 282 288 292 286

⽀出計 (E) 1,134 1,299 1,331 1,390 1,346 1,362 1,280 1,292 1,263 1,269 1,273 1,266
資本的収⽀差引 (F) =(D)-(E) -909 -948 -939 -937 -923 -918 -903 -744 -839 -848 -853 -860

当年度資⾦収⽀ -154 -154 -154 -154 -154 -154 -154 1

正味流動資産(保有現⾦) 1,770 1,642 1,470 1,340 1,168 1,037 907 933 930 928 940 923

内部留保資⾦(⼜は資⾦不⾜) 924 770 616 462 309 154

企業債残⾼ 4,476 4,443 4,453 4,528 4,593 4,663 4,701 4,915 5,034 4,976 4,913 4,852
対給水収益 305% 297% 299% 306% 313% 320% 325% 342% 328% 322% 320% 318%
1人当たり残高(千円) 78.3 78.4 79.4 81.5 83.6 85.7 87.3 92.3 95.5 95.5 95.3 95.2

収
益
的
収
⽀

資
本
的
収
⽀
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８ 主な建設改良事業 
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★ 用語解説 

《ア行》 

※ アセットマネジメント 

水道事業におけるアセットマネジメント（資産管理）とは、持続可能な水

道事業を実現するために、水道施設の特性を踏まえつつ、中・長期的な視点

に立ち、水道施設のライフサイクル全体にわたって、効率的で効果的に水道

施設を管理運営する実践活動のこと。（本市においては令和５年６月に見直

しを行った。） 

※ １日最大配水量 

水源や浄水場などの計画の基本となる水量であり、給水区域に対して、一

年間の１日配水量の中で最大のもの。 

※ １日平均配水量 

水源や浄水場などの計画の基本となる水量であり、給水区域に対して、一

年間に給水した実績水量を年間日数で除したもの。 

《カ行》 

※ 基幹管路 

水道事業において、導水管※、送水管※、配水本管※といった重要性の高い

水道管のこと。 

※ 給水管 

水道の使用者（所有者）が水道水を利用するため、配水支管※から分岐して

布設※した水道管。給水管を含む蛇口などの設備は、水道の使用者(所有者)の

管理責任が発生する（水道メーターを除く）。   

※ 給水人口 

給水区域内に居住し、水道により給水を受けている人口のこと。 

※ 給水量  

給水区域内の需要に応じて給水をした水量のこと。 

※ 経年化率 

法定耐用年数※を経過した割合。水道管の場合は４０年と定められており、

水道局が所有する水道管の延長に対する４０年を経過した管路の割合のこ

と。 

  ※ 減価償却費 

固定資産の減価を費用として、その利用各年度に合理的かつ計画的に負担
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させる会計上の処理または手続きを減価償却といい、この処理または手続き

によって、特定の年度の費用とされた固定資産の減価額のこと。 

 《サ行》 

※ 残留塩素 

水道水の消毒のために浄水場などで注入される塩素が、家庭に届くまでに

少しづつ消失していく中で、水中に残っている有効な塩素のこと。残留塩素

は消毒効果を保つため、水道法において蛇口等で 0.1ｍｇ/Ⅼ以上確保するこ

ととされている。 

  ※ 施設利用率 

浄水施設能力に対する１日平均配水量※の割合を示し、水道施設の経済性

を総括的に判断する指標。数値が大きいほど効率的だが、施設の更新や事故

に対応できる余裕は必要となる。（１日平均配水量※／浄水施設能力）×100 

  ※ 実使用年数 

法定耐用年数※により水道管路を更新するのではなく、アセットマネジメ

ント※により設定した水道管の種類別の使用年数のこと。 

  ※ 水道普及率 

行政区域内人口に対する給水人口※の割合のこと。 

※ 送水管 

浄水場で処理された水道水を配水池等へ送る水道管のこと。 

《タ行》 

※ 耐震管 

レベル２地震動（当該地域で想定しうる範囲内で最大規模の地震 南海ト

ラフ地震を想定）において、管路の破損や継手の離脱等の被害が軽微な水道

管。耐震型継手を有するダクタイル鋳鉄管（ＧＸ管）、鋼管（溶接継手）、配

水用ポリエチレン管(熱融着継手)のことをいう。 

※ 耐震適合率 

耐震管※と良質地盤に布設※したダクタイル鋳鉄管（Ｋ形継手）のことを耐

震適合管といい、耐震適合率とは、水道局が所有する水道管に対する耐震適

合管の割合のこと。 

※ ダウンサイジング 

必要な能力の範囲内で、施設の規模や能力を小さくすること。 
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※ 導水管 

原水を取水施設から浄水場まで送る水道管のこと。 

《ナ行》 

※ 内部留保資金 

減価償却費※などの現金支出を伴わない支出や、収益的収支における利益

によって企業内部に留保される自己資金のこと。 

《ハ行》 

※ 配水管 

浄水場において浄水処理（原水を水質基準に適合した水道水に処理）され

た水を、各家庭の前まで送る水道管のこと。配水本管と配水支管からなり、

配水本管は管網の主要な構成管路で、配水池から配水支管へ水道水を輸送す

る役割を持つ。配水支管は、配水本管から受けた浄水を給水管※へ分岐する役

目を持つ。 

※ 配水ブロック 

給水区域内の浄水場や配水池を核にして、市内を複数の配水区域に分割し

たもの。 

※ 配水量 

各配水池から配水された水道水の量。 

※ 表流水 

河川や湖沼の水のように完全に地表面に存在している水のことで、特に停

滞していない水（流れを確認することが可能である水）のこと。 

※ 伏流水 

河川の流水が河床の地質や土質に応じて河床の下へ浸透し、水脈を保って

いる極めて浅い地下水のこと。本来の地下水と異なり河道の付近に存在して

河川の流水変動に直接影響されるものをいう。 

※ 布設  

水道管などを設置すること。同じような意味で敷設があるが、水道法など

では布設が使用される。 

※ 法定耐用年数 

地方公営企業法施行規則第７条及び第８条において、減価償却費※を算定

するため資産の種類・材質により定められた耐用年数のこと。 

（例：水道管…４０年） 
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《ヤ行》 

※ 有収水量 

水道料金の基となる水量。水道メーターで計量した水量が基本となる。 

※ 有収率 

配水量に対する有収水量※の割合を示す。漏水等により割合が低下する。 

年間有収水量÷年間総配水量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



財政収支の推計① 改定なし 金額単位：百万円

計画年次 -1 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 20 30 40

西暦 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2043 2053 2063

和暦 令和4 令和5 令和6 令和7 令和8 令和9 令和10 令和11 令和12 令和13 令和14 令和15 令和16 令和17 令和18 令和19 令和20 令和25 令和35 令和45

現行料金→ 1,273 1,263 1,254 1,245 1,237 1,228 1,219 1,211 1,205 1,196 1,189 1,182 1,176 1,167 1,160 1,152 1,116 1,050 991

改定率→

給水収益（料金収入） 1,279 1,273 1,263 1,254 1,245 1,237 1,228 1,219 1,211 1,205 1,196 1,189 1,182 1,176 1,167 1,160 1,152 1,116 1,050 991

施設整備納付金（加入金） 10 9 10 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 8 8 8 7 6

長期前受金戻入 [非現金] 57 54 53 52 52 51 51 51 51 52 54 57 59 59 61 61 57 55 45 46

特別利益 36 36 31 32 30 30 30 30 30 29 36 30 29 29 34 29 33 29 29 30

収入計 (A) 1,382 1,372 1,357 1,347 1,336 1,327 1,318 1,309 1,301 1,295 1,295 1,285 1,279 1,273 1,271 1,258 1,250 1,208 1,131 1,073

基本給 210 221 219 225 222 228 221 226 221 218 217 213 209 199 196 199 200 197 199 213

手当 119 118 118 118 117 118 115 116 117 118 118 116 114 110 108 110 110 109 110 116

動力費 75 85 90 90 90 89 89 89 88 87 86 86 85 84 83 83 82 78 72 66

薬品費 16 17 18 18 18 18 19 19 18 18 18 18 18 18 18 17 17 16 15 14

修繕費 60 72 70 70 70 70 70 69 69 68 67 66 66 66 66 66 65 64 63 61

委託料 70 58 56 60 59 59 59 58 58 58 58 58 58 57 57 57 57 56 55 53

減価償却費 [非現金] 448 449 452 459 469 483 499 513 530 572 609 647 646 639 648 672 671 769 802 857

資産減耗費 [非現金] 3 4 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5

支払利息 49 46 44 43 44 47 50 50 50 51 51 51 51 51 51 51 51 52 51 48

その他 205 209 208 208 215 206 212 205 205 202 201 197 186 184 173 169 171 147 111 73

支出計 (B) 1,255 1,279 1,280 1,296 1,309 1,323 1,339 1,350 1,361 1,397 1,430 1,457 1,438 1,413 1,405 1,429 1,429 1,493 1,483 1,506

損益 (C) =(A)-(B) 127 93 77 51 28 4 -21 -41 -61 -102 -136 -173 -160 -141 -134 -171 -179 -284 -352 -433

企業債 315 317 295 451 496 565 337 286 289 288 244 247 255 260 246 256 263 293 273 247

消火栓負担金 13 22 18 24 25 23 24 19 1 1 1 19 19 19 19 19 18 22 10 21

国・県補助金 11 11 11 12 34 7 7 7 81 81 81 81 81 80 83 71 82

他会計出資金 9 9 9 9 9 9 9 9 16 16 16 90 90 81 81 81 80 83 71 82

その他 10 18 4

収入計 (D) 347 366 326 495 541 608 383 348 312 311 267 438 445 441 427 437 441 482 425 432

建設改良費（工事請負費） 544 605 762 951 987 1,046 1,015 1,030 945 962 962 962 962 962 962 962 962 962 962 962

建設改良費（人件費1名ほか） 4 18 19 19 19 19 19 19 19 19 19 18 18 18 18 18 18 18 19

元金償還金 375 360 354 333 334 338 331 331 331 324 286 287 292 287 281 286 293 318 299 265

支出計 (E) 919 970 1,134 1,302 1,340 1,404 1,365 1,380 1,295 1,305 1,267 1,268 1,273 1,267 1,261 1,266 1,274 1,298 1,279 1,246

資本的収支差引 (F) =(D)-(E) -572 -604 -809 -808 -799 -796 -982 -1,032 -983 -993 -1,000 -831 -828 -826 -835 -829 -832 -817 -855 -814

当年度資金収支 (G) =(C)+(F)±[非現金]+(Eの消費税) -4 -65 -258 -258 -258 -258 -457 -511 -473 -482 -488 -321 -307 -293 -289 -295 -304 -294 -355 -343

正味流動資産(保有現金) 前年繰越+(G)±引当金 1,658 1,925 1,666 1,434 1,158 924 448 -40 -488 -944 -1,434 -1,758 -2,053 -2,363 -2,640 -2,909 -3,216 -4,822 -8,115 -11,516

内部留保資金(又は資金不足) ※修繕引当金を含む 1,143 1,078 820 562 304 46 -411 -923 -1,396 -1,877 -2,365 -2,686 -2,993 -3,286 -3,575 -3,870 -4,174 -5,696 -9,121 -12,626

企業債残高 4,678 4,636 4,577 4,694 4,856 5,083 5,089 5,044 5,002 4,967 4,924 4,884 4,846 4,819 4,784 4,755 4,724 4,578 4,304 4,064

対給水収益 366% 364% 362% 374% 390% 411% 414% 414% 413% 412% 412% 411% 410% 410% 410% 410% 410% 410% 410% 410%

1人当たり残高(千円) 80.8 80.3 80.0 82.9 86.6 91.5 92.6 92.7 92.9 93.2 93.4 93.7 94.0 94.5 94.9 95.5 96.0 98.7 104.4 111.4

収

益

的

収

支

資

本

的

収

支



財政収支の推計② 理論改定値 金額単位：百万円

計画年次 -1 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 20 30 40

西暦 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2043 2053 2063

和暦 令和4 令和5 令和6 令和7 令和8 令和9 令和10 令和11 令和12 令和13 令和14 令和15 令和16 令和17 令和18 令和19 令和20 令和25 令和35 令和45

現行料金→ 1,273 1,263 1,254 1,245 1,237 1,228 1,219 1,211 1,205 1,196 1,189 1,182 1,176 1,167 1,160 1,152 1,116 1,050 991

改定率→ 33.6%

給水収益（料金収入） 1,279 1,273 1,617 1,676 1,664 1,653 1,640 1,629 1,618 1,609 1,598 1,589 1,579 1,570 1,559 1,549 1,539 1,491 1,402 1,324

施設整備納付金（加入金） 10 9 10 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 8 8 8 7 6

長期前受金戻入 [非現金] 57 54 53 52 52 51 51 51 51 52 54 57 59 59 61 61 57 55 45 46

その他 36 36 31 31 30 30 30 30 30 30 36 29 29 30 34 29 33 30 30 30

収入計 (A) 1,382 1,372 1,711 1,768 1,755 1,743 1,730 1,719 1,708 1,700 1,697 1,684 1,676 1,668 1,663 1,647 1,637 1,584 1,484 1,406

基本給 210 221 219 225 222 228 221 226 221 218 217 213 209 199 196 199 200 197 199 213

手当 119 118 118 118 117 118 115 116 117 118 118 116 114 110 108 110 110 109 110 116

動力費 75 85 90 90 90 89 89 89 88 87 86 86 85 84 83 83 82 78 72 66

薬品費 16 17 18 18 18 18 19 19 18 18 18 18 18 18 18 17 17 16 15 14

修繕費 60 72 70 70 70 70 70 69 69 68 67 66 66 66 66 66 65 64 63 61

委託料 70 58 56 60 59 59 59 58 58 58 58 58 58 57 57 57 57 56 55 53

減価償却費 [非現金] 448 449 452 459 469 483 499 513 530 572 609 647 646 639 648 672 671 769 802 857

資産減耗費 [非現金] 3 4 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5

支払利息 49 46 44 43 44 47 50 50 50 51 51 51 51 51 51 51 51 52 51 48

その他 205 209 208 208 215 206 212 205 206 208 213 215 208 209 202 200 206 201 204 208

支出計 (B) 1,255 1,279 1,280 1,296 1,309 1,323 1,339 1,350 1,362 1,403 1,442 1,475 1,460 1,438 1,434 1,460 1,464 1,547 1,576 1,641

損益 (C) =(A)-(B) 127 93 431 472 446 420 391 369 346 297 255 210 217 230 230 187 173 36 -92 -235

企業債 315 317 295 451 496 565 337 286 289 288 244 247 255 260 246 256 263 293 273 247

消火栓負担金 13 22 18 24 25 23 24 19 1 1 1 19 19 19 19 19 18 22 10 21

国・県補助金 11 11 11 12 34 7 7 7 81 81 81 81 81 80 83 71 82

他会計出資金 9 9 9 9 9 9 9 9 16 16 16 90 90 81 81 81 80 83 71 82

その他 10 18 4

収入計 (D) 347 366 326 495 541 608 383 348 312 311 267 438 445 441 427 437 441 482 425 432

建設改良費（工事請負費） 544 605 762 951 987 1,046 1,015 1,030 945 962 962 962 962 962 962 962 962 962 962 962

建設改良費（人件費1名ほか） 4 18 19 19 19 19 19 19 19 19 19 18 18 18 18 18 18 18 19

元金償還金 375 360 354 333 334 338 331 331 331 324 286 287 292 287 281 286 293 318 299 265

支出計 (E) 919 970 1,134 1,302 1,340 1,404 1,365 1,380 1,295 1,305 1,267 1,268 1,273 1,267 1,261 1,266 1,274 1,298 1,279 1,246

資本的収支差引 (F) =(D)-(E) -572 -604 -809 -808 -799 -796 -982 -1,032 -983 -993 -1,000 -831 -828 -826 -835 -829 -832 -817 -855 -814

当年度資金収支 (G) =(C)+(F)±[非現金]+(Eの消費税) -4 -65 96 164 160 158 -45 -102 -66 -83 -97 62 69 77 75 63 48 27 -96 -144

正味流動資産(保有現金) 前年繰越+(G)±引当金 1,658 1,925 2,020 2,209 2,351 2,533 2,469 2,391 2,349 2,293 2,192 2,252 2,332 2,392 2,479 2,568 2,613 2,671 2,255 1,104

内部留保資金(又は資金不足) ※修繕引当金を含む 1,143 1,078 1,173 1,337 1,497 1,655 1,611 1,509 1,443 1,360 1,263 1,324 1,394 1,470 1,546 1,609 1,657 1,799 1,252 -1

企業債残高 4,678 4,636 4,577 4,694 4,856 5,083 5,089 5,044 5,002 4,967 4,924 4,884 4,846 4,819 4,784 4,755 4,724 4,578 4,304 4,064

対給水収益 366% 364% 283% 280% 292% 308% 310% 310% 309% 309% 308% 307% 307% 307% 307% 307% 307% 307% 307% 307%

1人当たり残高(千円) 80.8 80.3 80.0 82.9 86.6 91.5 92.6 92.7 92.9 93.2 93.4 93.7 94.0 94.5 94.9 95.5 96.0 98.7 104.4 111.4

収

益

的

収

支

資

本

的

収

支



財政計画（案） 金額単位：百万円

計画年次 -1 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 20 30 40

西暦 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2043 2053 2063

和暦 令和4 令和5 令和6 令和7 令和8 令和9 令和10 令和11 令和12 令和13 令和14 令和15 令和16 令和17 令和18 令和19 令和20 令和25 令和35 令和45

現行料金→ 1,273 1,263 1,254 1,245 1,237 1,228 1,219 1,211 1,205 1,196 1,189 1,182 1,176 1,167 1,160 1,152 1,116 1,050 991

改定率→ 19.4% 8.9% 6.7%

給水収益（料金収入） 1,279 1,273 1,467 1,498 1,487 1,478 1,466 1,456 1,446 1,438 1,534 1,546 1,536 1,528 1,602 1,608 1,598 1,548 1,456 1,375

施設整備納付金（加入金） 10 9 10 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 8 8 8 7 6

長期前受金戻入 [非現金] 57 54 53 52 52 51 51 51 51 52 54 57 59 59 61 61 57 55 45 46

その他 36 36 32 31 30 30 30 30 30 30 35 29 29 29 34 30 33 29 29 30

収入計 (A) 1,382 1,372 1,562 1,590 1,578 1,568 1,556 1,546 1,536 1,529 1,632 1,641 1,633 1,625 1,706 1,707 1,696 1,640 1,537 1,457

基本給 210 221 219 225 222 228 221 226 221 218 217 213 209 199 196 199 200 197 199 213

手当 119 118 118 118 117 118 115 116 117 118 118 116 114 110 108 110 110 109 110 116

動力費 75 85 90 90 90 89 89 89 88 87 86 86 85 84 83 83 82 78 72 66

薬品費 16 17 18 18 18 18 19 19 18 18 18 18 18 18 18 17 17 16 15 14

修繕費 60 72 70 70 70 70 70 69 69 68 67 66 66 66 66 66 65 64 63 61

委託料 70 58 56 60 59 59 59 58 58 58 58 58 58 57 57 57 57 56 55 53

減価償却費 [非現金] 448 449 452 459 469 483 499 513 530 572 609 647 646 639 648 672 671 769 802 857

資産減耗費 [非現金] 3 4 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5

支払利息 49 46 44 42 41 42 43 44 46 47 50 52 52 52 52 52 52 52 52 48

その他 205 209 208 207 215 206 213 205 205 208 213 215 208 209 201 200 205 202 204 208

支出計 (B) 1,255 1,279 1,280 1,294 1,306 1,318 1,333 1,344 1,357 1,399 1,441 1,476 1,461 1,439 1,434 1,461 1,464 1,548 1,577 1,641

損益 (C) =(A)-(B) 127 93 281 295 272 249 223 201 178 130 192 165 173 187 272 246 231 92 -39 -184

企業債 315 317 194 296 336 399 377 382 354 525 401 230 229 225 248 254 263 293 274 249

消火栓負担金 13 22 18 24 25 23 24 19 1 1 1 19 19 19 19 19 18 22 10 21

国・県補助金 11 11 11 12 34 7 7 7 81 81 81 81 81 80 83 71 82

他会計出資金 9 9 9 20 20 20 9 9 16 16 16 90 90 81 81 81 80 83 71 82

その他 10 18 4

収入計 (D) 347 366 225 351 392 453 423 445 377 548 424 421 419 406 429 435 441 482 426 434

建設改良費（工事請負費） 544 605 762 951 987 1,046 1,015 1,030 945 962 962 962 962 962 962 962 962 962 962 962

建設改良費（人件費1名ほか） 4 18 19 19 19 19 19 19 19 19 19 18 18 18 18 18 18 18 19

元金償還金 375 360 354 330 326 324 312 313 316 311 282 288 292 286 279 284 291 316 297 263

支出計 (E) 919 970 1,134 1,299 1,331 1,390 1,346 1,362 1,280 1,292 1,263 1,269 1,273 1,266 1,259 1,264 1,272 1,296 1,277 1,244

資本的収支差引 (F) =(D)-(E) -572 -604 -909 -948 -939 -937 -923 -918 -903 -744 -839 -848 -853 -860 -830 -829 -830 -815 -851 -810

当年度資金収支 (G) =(C)+(F)±[非現金]+(Eの消費税) -4 -65 -154 -154 -154 -154 -154 -154 -154 1 122 121 108 85 -40 -89

正味流動資産(保有現金) 前年繰越+(G)±引当金 1,658 1,925 1,770 1,642 1,470 1,340 1,168 1,037 907 933 930 928 940 923 1,056 1,203 1,309 1,663 1,812 1,099

内部留保資金(又は資金不足) ※修繕引当金を含む 1,143 1,078 924 770 616 462 309 154 122 244 352 792 809 -6

企業債残高 4,678 4,636 4,476 4,443 4,453 4,528 4,593 4,663 4,701 4,915 5,034 4,976 4,913 4,852 4,822 4,792 4,764 4,628 4,377 4,062

対給水収益 366% 364% 305% 297% 299% 306% 313% 320% 325% 342% 328% 322% 320% 318% 301% 298% 298% 299% 301% 295%

1人当たり残高(千円) 80.8 80.3 78.3 78.4 79.4 81.5 83.6 85.7 87.3 92.3 95.5 95.5 95.3 95.2 95.7 96.2 96.8 99.8 106.2 111.3
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